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　公益財団法人日本台湾交流協会は外交関係のない日本と台湾との間で、非政府間の実務
関係として維持するために、1972 年に設立された法人であり、邦人保護や査証発給関連
業務を含め、日台間の人的、経済的、文化的な交流維持発展のために積極的に活動してい
ます。
　東京本部の他に台北と高雄に事務所を有し、財源も大宗を国が支え、職員の多くも国等
からの出向者が勤めています。

　2020 年 11 月泉裕泰・台湾事務所代表（右）と林智堅・新竹市長（左）。林市長は台湾
史上最年少市長としてご活躍されています。この日の懇談では来年新竹市で開催されるラ
ンタンフェスティバルでの協力等について、意見交換を行いました。
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　日本台湾交流協会が編集・発行している雑誌「交
流」の 12 月号をお届けします。

　2020 年を振り返れば、台湾にとって激動の一
年であったと言えるでしょう。年初に 800 万票と
いう過去最多の得票で蔡英文総統が二回目の当選
を決めたのとほぼ時期を同じくして中国武漢を起
点に世界的に新型コロナウイルス感染症が拡大し
ましたが、台湾は適切なリーダーシップにより早
期に WHO に情報を提供するとともに域内でも
IT やビッグデータを活用して効果的な感染予防
策を講じることで世界的に注目と賞賛を集めまし
た。同時に、域内だけでなく海外に対しても高品
質なサージカルマスク等感染予防に必要な物資を
積極的に寄贈する「マスク外交」を展開し、その
国際的イメージと存在感を大きく高めることに成
功しました。一方、経済面では、各国が軒並みロッ
クダウンや生産・物流の混乱で経済活動の縮小を
余儀なくされた中、台湾は上述の感染症対策の成
功もあって、通年で約 2.5％という高い成長を見
込んでおり、これは来年上半期にかけて年率 5 ～
6％程度と更に加速していくと見込まれています。
特に TSMC をはじめとする半導体産業が好調な
ほか、洋上風力発電等新エネルギー関連事業も大
きく成長しており、国内産業が主導する形で域内
投資も活発化しています。

　一方、国際政治の面では、新型コロナウイルス
感染症の拡大を契機に米中関係が緊張の度を高め
る中、台湾はアメリカからの武器購入や高官交流
の拡大等を着実に進め、米台関係を強化してきま
した。11 月のアメリカ大統領選挙では、激戦の
結果、トランプ政権は一期限りで退陣する見込み
となっており、バイデン新政権の下での米台関係
の帰趨が注目を集めていますが、この点について、
今号では東京大学の川島真教授による分析をご寄
稿いただきました。

　また、台湾側では、蔡英文総統が 10 月 10 日の
『双十節』記念演説で強調したように、大成功を
おさめた「マスク外交」に続く形で、今後、自ら
の持つ高セキュリティなコア製品や安価で品質の
よい産業部品を生産する力を日米欧や新南向政策
対象諸国との関係強化の切り札に使っていく「サ
プライチェーン外交」を進めていく方針を明らか
にしています。この「サプライチェーン外交」に
ついて、その狙いを台湾の経済政策立案に深く関
わっているシンクタンク、新境界文教基金会の陳
錦稷副執行長にご寄稿いただきました。

　今号ではこれ以外にも、台湾側から日本との経
済関係強化の柱の一つとして強い期待が示されて
いる日台間のインフラ分野における協力拡大につ
いて、その現状と可能性を株式会社三菱総合研究
所の河村憲子アジア事業グループリーダーにご寄
稿いただいたほか、台湾の産業イノベーションに
これまで高い貢献を果たしてきた台湾工業技術研
究院（ITRI）日本事務所の邱華樑代表から同事
務所の活動について、特に日本企業との連携活動
の方針や具体例をご紹介いただくインタビューを
掲載しました。また、10 月号に続き当協会東京
本部の新子アドバイザーによるコラムを掲載する
とともに、須賀努氏による台湾茶の歴史を訪ねる
コラムも掲載しております。

　新たに迎える 2021 年が皆様及び日台関係のさ
らなる発展につながる年となることを祈念し、あ
わせて、今後とも当協会及び雑誌「交流」に対し
て皆様のご支援・ご意見を賜りますようお願いい
たします。

� 2020 年 12 月
� 公益財団法人日本台湾交流協会
� 専務理事　花木　出

巻頭言
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新型肺炎感染拡大下での米中対立

　2020 年、新型肺炎の流行拡大によって世界に
は様々な「変化」が訪れた。グローバル化のうち、
カネや情報の移動には必ずしも大きな変化はな
かったものの、特にヒトの移動には極めて甚大な
影響が出て、またモノの移動については世界的に
物流が逼迫する事態になっている。だが、インター
ネットでの購買の普及という方向づけがすでにな
されているところに新型肺炎が拡大したために、
一気に物流にしわ寄せがいった面があるように、
新型肺炎の感染拡大は、何かゼロから有を産むよ
うな変化をもたらしたというよりも既存の変化を
速めたり、あるいは大きくしたりしたものであっ
たということができるだろう。
　そのように加速され、拡大された変容の一例が
まさに米中対立であった。すでにオバマ政権末期
から米中対立が顕著に見られ、トランプ政権が成
立してから米中対立は激化していた。そこでは、
軍事安全保障問題の対立を前提として、当初は貿
易、関税問題から始まり、次第にそれが軍民両用
の技術問題が、そして民主や自由などの価値をめ
ぐる問題が加わっていった。特に新型肺炎の感染
拡大の下で技術問題をめぐるデカップリングが進
行し、台湾系の TSMC の半導体技術に焦点が当
てられることになった。また、2020 年 5 月にマッ
ト・ポッティンジャーが二度にわたって行った中
国語の演説、とりわけ二度目の演説は蔡英文総統
の二期目のスタートに合わせたものであったが、
民主や自由などの価値について中国共産党、ある
いは中国社会に問題提起をしたものだった。
　このように新型肺炎下で加速、拡大した米中対
立は、一定程度変容しながらも、今後も継続する

ものと思われる。だが、この対立の今後をめぐっ
ては依然不分明な点が少なくない。

「まだら」状の米中対立

　では、米中対立はどのような態様を見せていく
と考えられるのか。かつての米ソ冷戦が「主義」
をめぐるイデオロギー対立を特徴としていたこと
に鑑み、今回の米中対立が民主や自由という価値
をめぐる対立を含んでいることから、「新冷戦」
が到来したと見る向きもある。だが、筆者は米中
対立が、全面的な対立になるとも思っていない。
また、かつての冷戦は米ソ間、または欧州では軍
事的な戦闘を伴わないが、アジアやアフリカなど
では米ソの代理戦争とでもいうべき戦闘が生じた
が、現在の米中対立ではそうした代理戦争が生じ
る可能性よりも、むしろ米中同士が直接的な、限
定的な軍事衝突を起こす可能性が高いのではない
かと考える。宇宙空間などでの技術開発競争では
目下のところ冷戦に似た部分があるが、サイバー
領域を見れば、アメリカがすでに中国との「サイ
バー・ウォー」という言葉を公式に用いているよ
うに、米中の直接的な衝突が見られている。これ
らの点からも、「冷戦」という語を用いるのには
やや無理があると筆者は考えている。では、どの
ような説明が可能か。
　筆者は、米中対立について、大小多様な争点が
混在するような「まだら状」の対立になるのでは
ないかと考えている。この「まだら」にはいくつ
かの含意がある。第一に、米中間の争点が選択的
だということだ。例えば、科学技術の面では、
5G などの軍民両用の先端技術がアメリカで問題
とされるが、逆に 4G レベルであれば問題とされ
ない。無論、中国の輸出管理法がどのように適用

川島　真（東京大学　大学院総合研究科国際社会科学専攻教授）

アメリカ新政権の成立と日米中台関係
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されるかはわからないが、問題とされる領域は全
体ではない。争点が全面化しないのは、米中間の
経済関係が緊密であること、またこの新型肺炎の
感染拡大の下でもアメリカから中国への投資も必
ずしも減少しているわけではない、ということな
どがあろう。第二に、この「まだら」は米中それ
ぞれにおいて見え方が異なっているということも
大切だ。例えば、アメリカから見れば、香港、台
湾、そして新疆ウイグル自治区やチベット自治区
をめぐる問題などは人権問題として重視されてい
る。だが、中国から見れば、この問題はアメリカ
が中国の核心的利益に挑戦している問題だ、と映
る。中国から見れば、場合によっては、科学技術
の問題よりも重視すべき深刻な問題になりかねな
い論点なのである。だからこそ、習近平国家主席
がバイデン次期大統領に送った祝電でも、新型大
国関係の維持、すなわち核心的利益の相互尊重を
求めたのだろう。第三に、この「まだら」は時間
軸の中で変容する面もあるということだ。例えば、
関税問題を重視したトランプ政権に対して、バイ
デン政権はおそらくそれに注目しない。また、バ
イデン政権は科学技術や価値について問題にする
であろうが、逆に気候変動問題などについては中
国との協調を模索するかもしれない。こうした点
で、米中対立の争点、「まだら」は変容する。第
四に、米中対立のありようは、それを見る主体に
よって見え方が異なる面もあるということであ
る。例えば、日本から見れば、日米安保がある以
上、軍事安全保障面での対立を重視せざるを得な
い。また、科学技術面での対立、相克についても、
デカップリングが日系企業に大きな影響を与える
可能性もあるので、関心が高い。しかし、米中間
では（双方の見え方が異なるにしても）争点となっ
ている新疆ウイグル自治区やチベット自治区の問
題については、日本では比較的関心が低い。この
ように、米中対立はそこに関わる主体によって見
え方や重要度が変わるだろうし、もし東アジア、

アフリカなどといった地域別に見た場合でもそれ
ぞれ米中対立の様相が異なるかもしれない。第五
に、米中それぞれは、個々の想定する争点、「ま
だら」において、自らの賛同者を増やすべく行動
するだろう。例えば、香港問題などについて中国
は他国に対して賛同を求めて、多くの途上国が賛
意を示した。また、5G問題でアメリカはファイブ・
アイズや同盟国に対してアメリカと同様の対応を
とるように求めている。これらを見れば、米中が
個々の案件ごとに賛同者を求めようとしているこ
とがわかるだろう。ただ、それに対して、アメリ
カと安全保障条約を締結している国であっても、
経済面での中国との紐帯を重視する面があるよう
に、諸国や諸アクターが米中の間でゼロサムの対
応をするのではなく、自らの利益に基づいて一定
程度のバランスを求めることもあろう。これは開
発途上国においても同様である。たとえ、中国か
ら巨額の支援を受けていようとも、全ての争点で
中国一辺倒になるとは限らない。そして、その「ま
だら」における米中の力に限界があれば、米中以
外に第三極が形成される可能性とてないわけでは
ない。
　こうした様々な意味での「まだら」が多様な形
態で重なり合ったものが、この「まだら状」の米
中対立の態様ではないだろうか。そして、後述す
るように、台湾もまた米中対立における一つの重
要な争点、すなわち「まだら」の一つなのだろう
と筆者は考えている。

バイデン政権下の米中対立

　すでに一部言及しているが、2021 年 1 月に発
足するバイデン政権の下での米中対立はどのよう
になるのかという問題について述べておきたい。
周知の通り、一般に民主党員は「米中対立」とい
う枠組みではなく、個々の論点に腑分けして問題
を捉えており、それぞれの論点ごとに中国との関
係性を考慮する傾向があるとされる。つまり米中
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対立ありきではない、というのである。また、バ
イデン政権はグローバル・イシューズに高い関心
を有し、また国際機関などによるグローバル・ガ
バナンスへの関与を回復することにも意欲を見せ
る。特に気候変動問題に対するバイデン次期大統
領自身、また気候変動問題担当の大統領特使就任
が決まっているケリー元国務長官らは、優先順位
を高めてこの問題に取り組むことが予測されてい
る。
　こうした点を踏まえれば、以下のようなことが
言えそうである。第一に、対立ありき、でないと
すれば、トランプ政権が関心を有した関税問題は
大きな争点ではなくなる可能性が高い。第二に、
米中間の軍事安全保障面での対立は世界各地で継
続するであろうし、それに関連して軍民両用の科
学技術問題はおそらく今後も米中間の大きな「ま
だら」であり続けるだろう。中国は内需を重視す
る方向に転換し、製造業などでの「自立」を唱え
ながらも、世界からは重視される市場と生産拠点
を有するという、双循環という新たな経済モデル
を提示している。だが、この新たなモデルを採用
しても、中国の技術だけで全ての製造業を賄える
わけでもない。そうした点もあって、デカップリ
ングをめぐるせめぎ合いは当面続くだろう。第三
に、香港や少数民族地域などにおける民主や自由
などをめぐる問題は、民主党政権としては無視で
きないだろう。だが、バイデン政権が民主や自由
などといった価値をめぐる問題を重視し、そのた
めに中国との武力衝突を起こすまでの決断をする
ことがあるのかどうかは未知数である。
　また、バイデン政権は外交面では大西洋、すな
わち欧州との関係再建を優先し、アジアとの関係
性の優先順位は高くない可能性がある。そうなれ
ば、アメリカが中国政策を策定し、実行するまで
の間に、中国側が先手を打ち、アメリカ側の政策
上の選択肢を狭めていく可能性もあろう。すでに
中国側が G20 において気候変動問題に積極的取

り組む姿勢を示していることなどは、こうした「先
手」の一つだとも考えられる。
　アメリカ大統領選挙中、中国はトランプ候補と
バイデン候補のどちらが中国にとって有利なのか
計りかねていた面があったようである。それぞれ
プラスマイナスがあるように見えていたようだ。
だが、選挙終了後、中国は次第にバイデン候補の
勝利が安定的な米中関係にとって有利であり、ま
た中国にとっても有利であるという言説をとるよ
うになった。香港（の民主派）や台湾でトランプ
候補の敗退を残念にみる言説があったことに対応
した状況かもしれないし、またバイデン陣営が中
国を「敵」だとはせず、「競争者」であるとみな
している点にトランプ政権との相違点を中国側が
見出した可能性がある。特に、5 月のポッティン
ジャーの二度にわたる中国語演説や 7 月のポンペ
オ演説などからトランプ政権が継続することへの
危機感を募らせたのかもしれない。いずれにせよ。
選挙後、中国は気候変動問題などでアメリカへの
歩み寄りを見せるなど対米関係改善に意欲を見せ
ている。

中国の求める「新型大国関係」の確認

　中国がバイデン新政権に歩み寄りを見せようと
しているのは、「妥協」というよりも、大西洋重
視となることが予測されるバイデン政権に対し
て、同政権が欧州対策に傾注している間に、同政
権の政策の要である気候変動問題においてアメリ
カを「抱擁」し、中国に対して強硬な政策をとれ
なくする、という戦略ではないかとも思われる。
だからこそ、中国はアメリカ側に「抱擁」を仕掛
けるだけでなく、条件を突きつけている面もある。
　中国が突きつけている条件、それこそ台湾が深
く関わる新型大国関係だ。アメリカの大統領選挙
終了後の 11 月 5 日に中国外交部の楽学成外交部
副部長のコメントも、また同月 25 日の習近平国
家主席のバイデン次期大統領への祝電の内容も、
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ともにバイデンに対して中国との新型大国関係を
重視するように訴えている。
　ではその新型大国関係とは何か。それは、2013
年 12 月にバイデン副大統領（当時）が訪中した
際に習近平国家主席が自ら語った次の言葉に表れ
ている。「今年、オバマ大統領との二度の会合を
通じて、衝突せず、対抗せず、相互に尊重しあっ
て、協力してウィンウィンである新型大国関係を
努力して構築していくことにともに合意し、両国
の関係の将来の発展の方向についても明確化し
た」。ここで「合意した」というのは中国側の解
釈で、アメリカ側がそう認識しているのではない。
また、習近平は「双方は、両国関係の正確な方向
がぶれないようにしっかりと把握していくべきで
あり、また相互の核心的利益や重大な関心事につ
いて尊重し、積極的に実務面での協力を開拓発展
させ、敏感な問題や意見の相違について妥当に処
理し、米中関係がサスティナブルに、健全に安定
的に発展していくことを確実にしていくべきであ
る」とも述べた。ここにある核心的利益について
相互に尊重するという部分もまた、新型大国関係
の重要な構成要素である。そして、台湾は中国に
とっての核心的利益の代表的な存在である。
　中国から見れば、トランプ政権が相次いで閣僚
を台湾に訪問させ、また議会では香港、新疆ウイ
グル自治区、チベット自治区などに関する法律が
陸続と採択されたことが、この新型大国関係への
挑戦に映ったであろう。だからこそ、中国はアメ
リカの新政権に対して、まずはこの（すでに合意
されたと中国側が考えている）新型大国関係の再
確認を求めているのである。
　これに対してアメリカ側は明確な反応を示して
いない。バイデン政権の主要スタッフの対中認識
は、明らかに先のオバマ政権のそれとは異なって
いる。だが、オバマ政権の時代と現在とでは政策
アジェンダもまた異なっている。バイデン新政権
が対中政策をいかに策定するのか、依然不透明で

ある。気候変動問題などでの対中協力を模索しな
がら、果たして南シナ海・東シナ海の問題や技術
問題、また価値をめぐる問題について是々非々で
中国に対応できるのか。中国側は気候変動問題で
のアメリカに対する「協力」と引き換えに、他の
問題でのアメリカ側の対中「協力」を求めるだろ
う。台湾が中国の考える核心的利益の中のさらな
る「核心」であるとすれば、この核心的利益をめ
ぐる問題は、たとえ言葉の上の問題であるとして
も継続して観察が必要な問題だということになろ
う。

インド・太平洋／東アジアにおける米中
対立

　米中対立の今後の帰趨を別の局面から見てみよ
う。中国がユーラシア東部に位置していることか
ら、その周辺、とりわけ海上が米中対立の争点に
なっている。東シナ海、南シナ海、また西太平洋
からインド洋に至る空間は、トランプ政権により

「自由で開かれたインド太平洋（FOIP）」と位置
付けられ、太平洋軍の名称もインド・太平洋軍と
変更されたほどである。この構想、戦略をめぐっ
ては、アメリカとその同盟国との間で共有されて
はいるものの、各国別にそのスタンスは異なる。
たとえば、日本は軍事安全保障だけでなく、中国
との経済面や非伝統的安全保障領域での関係性の
構築などをこの構想、戦略に含めている。中国の
一帯一路と完全にゼロサム関係になるのではな
く、「第三国協力」にあるように、両者間に「の
りしろ」を残しているということだ。他方、韓国
などはこの構想、戦略それ自体と距離をとってい
る。興味深いのは、この新型肺炎の感染拡大の下
で、この FOIP の役割が世界的に重要視され、ま
たオーストラリアなどは中国との関係悪化する中
で、どちらかといえばアメリカ寄りの FOIP 構想
を持つようになったようだ。
　では、バイデン政権は、この広域の地域構想に
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ついてどのような姿勢を採るのか。これについて
は、そもそもこの政権がコロナ対策や経済回復策
を優先し、外交面では欧州との関係性を重視する
ので、インド太平洋は優先順位が低いという観点
のほか、次のような指摘がある。すなわち、バイ
デンおよびバイデン陣営の人々がインド太平洋に
言及するに際して、修飾語として free and open
ではなく、secure and prosperous という表現を
用いているということが、バイデン政権のインド
太平洋への「軽視」を示している、という指摘だ。
これはバイデン政権が大西洋に対してインド太平
洋を必ずしも重視しないであろうという予測と相
待って、またバイデン政権がトランプ政権の「成
果」を否定していくだろうとの見通しの下で、一
定程度の信頼度がある議論として広まっているよ
うだ。だが他方で、バイデン陣営の外交ブレーン
とされる人々が選挙前から発表してきた諸論文の
内容では、海の問題を重要視する姿勢が見て取れ
るものも少なくない。そのため、ただ名称の問題
として free and open と言わないだけではないか
という指摘もある。また secure and prosperous
という表現についても、トランプ政権のポンペオ
国務長官とインドの外相との会談の際にも使用さ
れているという指摘もなされている。ただ、言葉
については横に置くとしても、このインド太平洋
についてバイデン政権がいかなる政策をとるのか
ということは、台湾を含む東アジアにとっては大
きな意味をもつ。アメリカがインド太平洋重視の
姿勢を貫き、かつトランプ政権とは異なり、同盟
国との関係を重視すれば、これまで以上に軍事安
全保障面での協力枠組みが強化されることにな
る。そこでは当然アメリカ以外の国の負担増など
も予測されるが、台湾から見れば、アメリカを中
心とする地域安保枠組みが強化されれば、自らの

「出番」が増えるということでもある。その点、
インド太平洋に対しても台湾がどのような役割を
与えられるのかということも注目すべき点であ

る。

経済貿易枠組みをめぐる米中対立

　中国は少なくとも 2016 年から明確にアメリカ
を中心にする安保枠組みを批判し、かつアメリカ
をはじめとする西側の価値観にも疑義を呈してい
る。また、中国としては国連を全面的に支援する
姿勢を示し、習近平の提唱する新型国際関係も国
連憲章を具現化するものだ、などとしている。そ
して、2018 年にトランプ政権が成立して、米中
間に関税をめぐる問題が生じると、中国はアメリ
カを一国主義的だと批判し、自らこそが経済貿易
の多国間枠組みを維持している存在、時には自由
貿易を支えているのは中国だ、などと嘯くように
なった。実際には金融面、為替面でも自由化して
いない中国が自由貿易の旗手となるのは難しい
し、多国間貿易枠組みの担い手になるとはいって
も、実態としては既存の枠組みに開発途上国とし
て疑義を呈して、「公正」なものとするべきだ、
などいって関わることが通例だ。他方で、「双循環」
を掲げる中国政府からすれば、内需中心の方向性
が採られながらも、それでも外国からの投資や外
国の技術などが必要とされるし、そもそも「双循
環」においては外国から中国市場への接近、また
中国での製造業などへの投資も歓迎されている。
だから、こうした自由貿易、多国間貿易枠組みを
重視すると述べることは不自然ではない。2020
年末、RCEP 交渉が妥結し、中国は CPTPP への
参加を示唆しているが、実際に CPTPP に参加で
きるかどうかは別にして、こうした自由貿易、多
国間主義の重視という姿勢を中国が示すことも理
解できるであろう。
　トランプ政権の時期には、中国が多国間枠組み
を重視するという方向性が日中関係改善のインセ
ンティブになった面がある。だが、バイデン政権
は CPTPP 加盟交渉こそ行わないであろうが、自
由貿易や多国間貿易枠組みについて批判的になる
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とも思えない。しかし、軍民両用の技術問題によ
りデカップリングが進行した場合、中国の輸出管
理法と WTO との関係が懸念されるように、自由
貿易体制それ自体の維持が部分的にであれ難しく
なる可能性がある。その場合、米中という世界第
一位、第二位の経済大国が自由貿易に挑戦すると
いう局面になるかもしれない。この点では日本は
他の先進国とともに台湾などとも協力を進めてい
く可能性が開かれるであろう。

米中対立の下での台湾の位置

　これまで述べてきたような米中対立の下で台湾
はどのような位置を与えられるのであろうか。こ
の点について筆者は以下のような論点があると考
えている。
　第一に、トランプ政権下において、台湾は空間
として米中対立にとっていくつもの大きな「まだ
ら」が重なり合う対立の焦点であったということ
だ。軍事安全保障問題のみならず、TSMC に見
られるように先端技術問題、さらには自由や民主
という面で、台湾はまさに重要な争点だった。そ
れだけに、台湾の重要性が指摘されてきた。この
点は、バイデン政権下でも変わらないだろう。他
方、中国から見れば、台湾は核心的利益の本丸的
存在であり、中国から見ても、台湾は極めて重要
だ。だが、安全保障、技術、価値、それぞれの持
つ重要性のありよう、とりわけバイデン政権と中
国との間で気候変動などの面での交渉が持たれ始
めると、果たして台湾にどのような位置付けが与
えられるのかは不明だ。
　第二に、台湾が軍事安全保障上での争点になる
とはいっても、アメリカから見れば、対応に窮す
る面があるだろうということを指摘しなければな
らない。すなわち、アメリカでは「一つの中国」
政策やいくつかのコミュニケ、そして台湾関係法
などにより対台湾政策に「たが」がはめられてい
る。また中国が台湾と東沙諸島との間に侵出して

きたりしている現在、米軍がそこにいかに関与す
るのかということについて、米台間に明確な枠組
みがあるわけではない。そして、インド太平洋に
おいても、目下のところ、台湾に明確な位置付け
が与えられているわけでもない。今後、バイデン
政権がインド太平洋などにおける台湾の位置付け
を明確にすることができれば、台湾と日本を含む
アメリカの同盟国との間で新たな協力がなされて
いく可能性もないわけではない。
　第三に、科学技術問題に関わる経済問題がある。
先端技術の問題について台湾が重要な争点の場と
なっていることは前述の通りだが、結果として台
湾経済が大きな挑戦に直面するであろうと予測さ
れる。蔡英文政権にとってもそれが小さからぬ試
練になるであろう。TSMC がアメリカ寄りにな
ることがあるとしても、台湾系の企業の中には中
国との関係性が深いものが少なくない。前述のよ
うに米中対立は決して冷戦期のココムやチンコム
ほどに包括的な規制を伴わないことが予測される
ものの、しかしそれでも中国と深く関わる企業と、
アメリカの先端産業と結びつく企業とに台湾経済
界が引き裂かれる局面があるかもしれない。今後
の台湾経済にとってこの論点は念頭に置いておい
ていいだろう。そして、これは日系企業にとって
も重要な論点となろう。
　以上のように、トランプ政権からバイデン政権
に交代することで、台湾の位置付けに多少の変化
が生じることが予測されるが、しかし重要となる
論点はあまり変わらないだろう。その中で、米中
対立の大きな「まだら」が重なる台湾の対米関係、
対中関係のそれぞれがインド太平洋、東アジアと
いった地域にとっても重要なものとなろう。

日台関係の展望

　最後に日台関係について述べておきたい。米中
対立下において、アメリカのトランプ政権が台湾
を重視する姿勢を示す中で、日本は必ずしもそれ
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に同調したわけではない。ただ、安倍晋三政権は、
民主党の野田佳彦政権の対台湾積極政策を継承
し、漁業協定などの締結にも成功していた。しか
し、安倍政権は 2017 年夏前から対中国の関係改
善に乗り出し、それだけに台湾との関係強化はや
や横に置かれた感さえある。しかし、台湾のこの
地域における重要性、また米中対立下において台
湾が持つ重要性に鑑みれば、日本としては今後、
台湾との関係を重視することが求められるのだと
考える。
　第一に、軍事安全保障面では、日米安保やイン
ド太平洋という枠組みを重視しつつ、多国間枠組
みの中に台湾を位置付け、その中で日台協力関係
構築を模索することがあり得るだろう。だが、単
純な二国間関係ではなく、多国間枠組みの下でそ
れを行うこと、またアメリカの仲介の下で日台協
力を進めることなどが要件となろう。
　第二に、経済貿易面では、日台間の FTA であ
るとか、台湾の CPTPP 参加などについて、日台

間で話し合いをもったり、交渉へと進められるの
ならば進めていくという準備が必要だろう。これ
はこの地域の経済枠組みの中に台湾を位置付ける
試みである。ただ、日本国内には福島などの食品
輸入問題について台湾側の「真摯な」対応を求め
るべきだとする向きも強い。確かにこの問題は重
要だが、台湾で国民投票に付された問題でもある
のだから、解決は相当に困難だ。まずは、この食
品問題を継続協議案件とみなして、他の案件の交
渉再開のための前提条件としないほうがいいのだ
ろうと考える。
　第三に、高齢化問題や外国人労働者問題、自殺
者増加問題など両国の抱える同一の、あるいは相
似形の問題について、双方の経験を生かした協力
が想定される。これらの点ではスローガンだけに
ならぬように、具体的な協力枠組みをつくり、具
体的なプロジェクトを推進していくことが求めら
れるだろう。
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　国際サプライチェーンが急速に再編される中
で、台湾がどのように新経済戦略をとろうとして
いるかは、今年 10 月 10 日の中華民国蔡英文総統
の国慶演説の中で見て取ることができるだろう。
蔡総統は演説の中でこう述べた。「政府が進めて
いる『5 ＋ 2 産業イノベーション計画 2』や、現
在積極的に計画中の『六大核心戦略産業 3』はい
ずれもサプライチェーンの再編に密接に関連した
ものである」と。また、台湾がこれからアメリカ
との間で進めていくハイレベルの『経済・商業対
話』（Economic and Commercial Dialogue）もま
た国際サプライチェーンの再編や科学技術協力、
インフラ建設等に関して協力を模索するものでも
ある。台湾は最近アメリカとの間で『インフラ融
資及び市場建設協力枠組み』を締結し、双方はこ
れから米州やインド太平洋地域におけるインフラ
計画に協力して乗り出すことになる。台湾とアメ
リカの経済協力は単に台湾が国際経済貿易協力の
上で突破口を探るものであるだけでなく、台湾の
産業に新しい機会を創造するものでもある。台湾
政府はグローバルサプライチェーンの再編が急速
に進む現状をチャンスとみて、日、米、欧州、イ
ンド及び新南向政策対象国家との間の経済協力を
強化しようと考えている。
　アメリカ政府が現在積極的に進めている『経済
繁栄ネットワーク』（Economic Prosperity Net-
work）もまた、日本、オーストラリア、インド
等六カ国が共同して信頼パートナーシップ関係を
構築し、サプライチェーンの中国への過度な集中
を是正すべくその再編と貿易秩序の見直しを目指
して行われているものである。また、アメリカ国
務省はクリーンネットワーク計画を提出し、その
中でクリーンパス（Path）やクリーンキャリア

（Carrier）等 6 つの領域にわたる計画を作成する
ことで、情報セキュリティや悪意をもった個人情
報収集、政府や国民のプライバシー保護、企業の
重要な情報の窃取等の懸念のある情報通信機器の
排除を目指そうとしている。
　今年 9 月、日本台湾交流協会、アメリカ在台協会

（AIT）、欧州経済貿易事務所と台湾政府の関係部
門は共同で『サプライチェーンの再構築フォーラ
ム』を開催した。これは、理念を共有する経済圏の

国際サプライチェーンの再編と台湾経済戦略の方向性
新境界文教基金会　副執行長　陳錦稷 1

1 　筆者は中信金融管理学院教授及び新境界文教基金会副執
行長を兼任。新境界文教基金会は長きにわたり蔡英文総統
の政策的シンクタンクとなっている。

2 　台湾の産業改革とそのアップグレードを加速させるた
め、新境界文教基金会は 2015 年に「5+2 産業イノベーショ
ン計画」を提出した。その後、「イノベーション・雇用・
流通」をコアバリューとした新たな経済モデルの持続的発
展を追及するため、「未来を繋ぐ、世界を繋ぐ、地域を繋ぐ」
という 3 つの戦略で産業革新のエネルギーを刺激すること
を目的とした政策となった。5+2 産業イノベーション計画
とは、「スマート機械」、「アジアシリコンバレー」、「グリー
ンエネルギー」、「バイオ医療」、「新農業」、「国防」及び「循
環経済」等の台湾の次世代産業の成長を中核として、経済
成長に新たな勢いを吹き込む計画である。

3 　蔡英文総統が提案した「六大核心戦略産業」とは、IoT・
AI、情報セキュリティシステム・業界チェーン、バイオ・
医療技術産業、国防産業、グリーンエネルギー・再生可能
エネルギー産業、民生関連産業等「5+2 産業イノベーショ
ン計画」を基礎とし、未来の国際的な産業競争に向けて、
革新的な産業が垣根を越えて協力することを示したもの。

20-11-253_003-国際サプライチェーンの再編と台湾経済戦略の方向性.indd   920-11-253_003-国際サプライチェーンの再編と台湾経済戦略の方向性.indd   9 2020/12/25   9:58:372020/12/25   9:58:37



交流　2020.12　No.957

― 10 ―

間で価値と標準を共有しあい、新しいサプライ
チェーンの再編を目指すことでその強靭性を強化
し、危機的な状況下に陥った際にも、安全を確保
し、政治的脅迫を受けにくくするサプライチェー
ンネットワークの構築を目的としたものである。
　米中貿易戦争が激化してから、グローバル企業
はそれまでのように中国を唯一の生産基地とする
ことをやめ、中国から脱却して徐々に世界各地に
生産基地を設けるバランス型の考えに転換しつつ
ある。さらに新型肺炎が蔓延するようになると、
中国がその政治体制のもたらす不透明さによって
疫病関連の情報を隠匿し世界に災難をもたらした
ことで、各国政府及び企業はより一層生産が中国
に集中しているリスクを強く意識するようにな
り、グローバルサプライチェーンと貿易の再編は
既に大きな流れとなり勢いを増すことになった。
アメリカが中国経済とデカップリングしていく姿
勢は既に明確であり、日本政府も中国からの産業
移転に対して補助金を出すことを決めている。先
進工業国家はその敏感な科学技術が剽窃されるこ
とを防ぐべく行動を開始しているのだ。
　台湾は情報セキュリティと知的財産の保護に力
を入れているため、国際的大企業が信頼するハイ
テク生産基地となっている。ハイエンドサーバー
等情報セキュリティに特に敏感な産業・企業が近
年積極的に台湾に回帰し、また台湾の生産を強化
している例は枚挙にいとまがない。次世代通信
ネットワークにおけるプライバシー確保と個人の
自由を保障し、破壊や操作被害を受けないように
するため、台湾は既にアメリカとの間で『5G 安
全共同宣言』を発表し、インターネットソフト・
ハードウェアのサプライヤーを評価するための要
点を提示したが、これは今後台湾が 5G において
ビジネスチャンスを得るための重要な鍵でもある
ものだ。台湾は理念を共有する国家との間で協力
し、安全でクリーンなサプライチェーンを再編す
ることを大変歓迎している。

　現在進行しつつある国際サプライチェーンの再
編に対し、台湾政府は積極的に企業が次世代のサ
プライチェーン調整の中で台湾において情報通信
産業の運用や開発及びその掌握する核心技術を活
用して産業経済のデジタル化を推進することで、
台湾が国際サプライチェーンの中で重要な役割を
演じ続けるべきという姿勢を明確にしている。台
湾は貿易の開放度が高く、サプライチェーンへ深
く食い込んでおり、整った高度科学技術産業群と
高度科学技術人材を擁しており、これに対して多
くの国際大企業が太鼓判をおしている。さらに台
湾は民主と自由の精神が根付いており、信頼度が
高く、経済繁栄ネットワークのパートナーとして
の条件を満たしており、あわせて情報通信、半導
体、IoT、AI 等の産業分野で懐の深い実力と核
心技術を保有している。
　台湾政府が積極的に進めている『六大核心戦略
産業』もアメリカが進めている『経済繁栄ネット
ワーク』と連携してグローバルサプライチェーン
の再編を通じて日、米、欧州、インド及び新南向
政策対象国家等の経済体との協力をもたらすこと
で、中国のレッドサプライチェーンを脱却し、産
業のデジタル化を加速することを目指したもので
ある。レッドサプライチェーンは台湾企業の持つ
先進技術を盗み取ろうとするものであり、産業ス
パイによる活動事例は目に余るものである。台湾
政府が進める新南向政策はサプライチェーンの移
転を通じて中国の中間財や部品への依頼を低下さ
せようとする政策的意図を内包するものでもあ
る。
　アメリカ政府が中国に対して高関税を課し米中
貿易戦争を仕掛けるだけでなく、その戦線を科学
技術や情報セキュリティ、ネットワークセキュリ
ティや知財保護に拡大していることは大いに注目
されており、新型肺炎の感染拡大によってグロー
バルサプライチェーンの移転が加速している。台
湾がこうしたサプライチェーンに深く関与してい
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る情報通信産業では移転効果によって台湾からの
輸出が伸びる効果が出ており、輸出に占めるアメ
リカ向けの比率も徐々に上昇している。台湾経済
はこれまで輸出に依存してきたが、生産や輸出構
造にも構造的変化が現れてきており、過去の台湾
で受注し中国で生産し欧米に輸出するという生産
販売モデルから、台湾企業が国内に生産拠点を移
す台湾回帰投資の拡大によりその累積投資額は 1
兆台湾ドルを超え、国内における投資を拡大させ、
台湾経済の成長の原動力となるに至っている。
　台湾はアメリカとの経済連携を更に強化させる
ことを望んでおり、アメリカの民間大企業も近年
台湾における投資を大きく拡大させている。例え
ばマイクロン、シスコ、マイクロソフト、アマゾ
ン、クアルコム、フェイスブック等はいずれも台
湾に営業本部あるいはオフィスを設立している
し、アップルは桃園市龍潭に次世代ディスプレイ
研究開発用に 100 億台湾ドル以上の投資をしたほ
か、グーグルは台湾に既に 2 つ設立したデータセ
ンターに加え雲林に 3 つ目を設立計画中である。
こうして見ると、米中貿易関係再編により台湾の
重要性は日々増していると言うことができよう。
　ただ、一方においてアメリカが中国の科学技術
産業を封じ込めようとしているこの戦略は、台湾
情報通信産業にとって地政学的リスクを高める側
面も同時に有している。特にアメリカがファー
ウェイ社向けの半導体輸出規制を強化したこと
は、各国企業にとって同社向けの出荷を制限させ、
またファーウェイ 5G スマートフォン向けの供給
基地となる施設の建設を遅延させ、欧州等におい
ても中国製 5G 設備の使用を控える動きが広がっ
た。台湾の半導体製品もアメリカ商務部のファー
ウェイ禁止令の下、同社向け輸出の許可を得られ
なかった。台湾の情報通信産業と深く結びついて
いるアップルも既に地政学的リスクを避けるため
中国における生産拠点を大きく見直しており、こ
れにより台湾の受託企業も、例えばウィストロン

（緯創）が蘇州の組み立て工場を立訊に、また
キャッチャー（可成）がスマホケース工場を藍思
に売却したように、中国の工場を中国資本に売却
せざるを得なかったところもある。同時に鴻海が
インドの iPhone 組み立て工場を拡張したり、ペ
ガトロン（和碩）が南インドに子会社を設立しウィ
ストロンもインド南部に第三工場を拡張する等、
台湾企業がインドに工場を移転させる動きも続い
ている。これらはいずれもグローバルサプライ
チェーンの大幅な見直しが進む中で台湾企業が国
際的生産体制の見直しを進めた結果である。
　しかし一方において貿易と科学技術を核心とし
た新型地域政治関係が姿を見せつつある。アメリ
カの経済繁栄ネットワークとクリーンネットワー
ク計画は中国が 5G のインフラやシステム運営に
関わることを防止するものであり、逆にアメリカ
の信任を受けている台湾にとっては巨大なビジネ
スチャンスをもたらすだけでなく、国際サプライ
チェーン再編の中でレッドサプライチェーンから
脱却するよい機会をもたらすものでもある。台湾
がこれまで ICT 産業で蓄積してきた実力は台湾
の地政学的重要性を大いに強化させており、今後
台湾企業が国際サプライチェーンの中で果たす役
割はますます重要なものとなるものと思われる。
　今後、アメリカがクリーンネットワーク計画に
おいて新たな対中科学技術制裁行動を進めていく
ことが予想される中、台湾はアメリカの対中貿易
金融科学技術政策の動向に万全の注意を払うだけ
でなく、日本や欧州、新南向政策対象国家との関
係を強化し産業協力を進めていく必要がある。台
湾は自らの科学技術サプライチェーンの実力を強
化し、民主や自由といった理念を共有する国々と
の間でグローバルサプライチェーンの再編をすす
め、信頼されるパートナー連盟が新たに組み立て
る国際枠組みの中でキーとなる力量を発揮すべき
である。

（原文は中国語。日本語は当所参考訳）
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　（公財）日本台湾交流協会は 2019 年に「日台企業
によるインフラ分野における第三国市場での協力可
能性調査」を実施し、今年 3 月に報告書として提言
等の取りまとめを公開した。その後、世界は新型コ
ロナウイルスの感染拡大によって経済・社会活動が
停滞し、各国において政策見直し等も行われている。
　本稿は、同報告書による示唆を踏まえながら、
台湾の政策の動きも捉え、今後のインフラ分野に
おける日台連携による第三国展開のあり方につい
て考察する。

台湾の対外インフラ投資の動向

　台湾の対外インフラ投資は、1990 年代以降、
上下変動はあるものの一定規模で推移しており、
2016 年のピーク時には 4 億ドル（約 410 億円）
に 迫 っ た。 分 野 別 内 訳 を み る と、 輸 送 分 野

（Transportation and Storage）が大半を占めて
おり、台湾が同分野において実績を重ねてきてい
ることがわかる。

　国・地域別投資先を見ると、直近の 2019 年では、
他の投資先が 1 ～ 2 件なのに対して、ベトナムへ
の投資が最も多く 9 件となっている。また、投資
先が東南アジアに集中しており、蔡英文政権が掲
げる「新南向政策」の思惑が伺える。

今後の「インフラ分野における日台連携による第三国展開」の考え方

（株）三菱総合研究所　海外事業本部　アジア事業グループリーダー
主席研究員　河村　憲子

台湾の対外インフラ投資の推移（万USドル）

資料： 台湾経済部投資審査委員会「海外投資・受入投資・対外投資・中国大陸投資統計月報（2019.12）」
より三菱総合研究所作成

台湾の国・地域別対外インフラ投資件数（2019年）

資料： 台湾経済部投資審査委員会「海外投資・受入投資・対外
投資・中国大陸投資統計月報（2019.12）」より三菱総合
研究所作成
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日本企業から見たインフラ分野における台湾企

業への期待

　冒頭に記載した通り、（公財）日本台湾交流協
会では、「日台企業によるインフラ分野における
第三国市場での協力可能性調査」を実施し、台湾
及び日本政府への提言のとりまとめを行った。同
調査の背景として、2016 年 5 月に発足した台湾
の蔡英文政権による東南アジアやインド等との関
係を強化する「新南向政策」と、台湾企業の第三
国進出を後押しする一環として台湾政府が日台企
業協力の推進を強く望んでいることが挙げられて
いる。同年には、「日台第三国市場協力委員会」
が設置され、日台企業間のビジネス協力の構築に
ついて議論が開始されるなど、事業実現に向けた
取り組みが進められている。
　一方、これまでの日本と台湾企業の連携は、主
に電気電子分野を中心として、日本企業の中国進
出の一助となるケースが中心であった。また、イ
ンフラ分野においては、台湾の新幹線整備を始め
として、日本企業による設備・技術の導入と、台
湾側による制度構築や設備管理及び運用を連携さ
せるビジネスモデルが成立しているが、台湾にお
ける連携が中心であった。
　こうした中、同調査は、新興国等の第三国にお
いては今後も旺盛なインフラ需要が引き続き見込
まれることから、これまでの日台連携の経験を生
かしつつ、インフラ分野における第三国展開の可
能性を探ったものである。同調査によれば、イン
フラ分野における日台連携による第三国展開の実
績は決して多くない。また、同調査で実施された
日本企業へのインタビューからは、台湾企業や政
府に対する様々な課題と期待が見出されている。
　日本企業が感じる課題としては、台湾の持つ強
み等が見出しづらい、台湾企業による実績不足等、
期待としては、日本企業の課題であるリスク分散
を目的とした連携といった声が挙げられている。

　確かに、日本企業はすでにインフラ輸出におい
て数多くの実績を有しており、オールジャパンの
連合体や韓国、欧州企業、現地企業との連合を組
むケースも多い。こうした中、対外インフラ投資
実績が相対的に少なく、明確な強みが見出しづら
い台湾企業との連携による第三国展開を、従来か
らの延長線で模索するのはハードルが高い側面が
あるのは否めない。

台湾におけるインフラ政策

　さて、2017 年に蔡英文政権が掲げた「前瞻基
礎建設計画」（将来を見据えたインフラ建設計画）
が本年 4 年目に突入、前期の最終年を迎えた。同
計画は、軌道、水環境、グリーンエネルギー、デ
ジタル、都市・地方整備、少子化対策、食品安全、
人材育成促進の 8 分野を対象とした主要インフラ
建設計画であり、前期 4 年間で 3,300 億元（約 1
兆 1,900 億円）の予算を投下、GDP 成長率を 0.8％
押し上げる効果があるとしている。同計画は、主
に台湾内部の大規模インフラ整備を進めることで
内需拡大を図ったものであるが、インフラ分野に
おける台湾の技術力やマネジメント力等の競争力
を向上させる起爆剤となることには間違いない。

�「前瞻基礎建設計画」における分野別投資件数
（2018 年 1 月～ 2019 年 6 月）

資料： 国家発展委員会「前瞻基礎建設計畫截至 109 年第 2 季執
行進度檢討報告」（2020 年 9 月）より三菱総合研究所作成
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　国家発展委員会が 2020 年 9 月に発表した同計
画の進捗報告によると、第 2 期期間（2018 年～
2019 年）において投資件数が最も多かったのは
軌道分野であり、合計 105 件中 35 件と 3 割を占
める。前述の対外インフラ投資状況において見ら
れたように、軌道分野では、台湾は実績を積みな
がら実力を蓄積しているものと思われる。
　次いで多いのがデジタル 19 件、水環境 18 件で
ある。

デジタル建設に注力する台湾

　9 月に発表された国家発展委員会による計画全
体の予算見直しにおいて、デジタル分野の予算が
当初の 460 億元から 1,382 億元に増額されること
となった。同分野には、安全安心のネットワーク
サービスの提供、デジタル文化の普及と高品質
サービスの提供、デジタルインフラ環境の強化、
産業デジタルトランスフォーメーション、5G イ
ンフラ整備、5G の地域格差の縮小、今後 10 年間
のデジタル建設支援の推進等が盛り込まれてい
る。
　いみじくも、国家発展委員会はポストコロナの

経済対策について、古い枠組みから脱却し、新た
な考え方で台湾の経済開発を推進する必要がある
として「7 本の矢の戦略（七支箭重點對策）」を
掲げている。この 7 本の矢とは、「ヘルスケア産
業の創造、アジアにおけるスタートアップのハブ
構築、サプライチェーンの強靭化、デジタル資本
市場の構築、柔軟な労働市場・環境の整備、非接
触型経済の開発、データエコノミーの開発」の 7
項目で、その鍵を握るのはデジタルとした。
　台湾においてデジタル産業への重視度が高まっ
ていることが伺える。

ポストコロナを契機とした日台連携の可能性の

広がり

　日台連携による第三国展開の前提として、当然
ながら現地ニーズに沿ったインフラ開発であるこ
とが不可欠になる。また、欧米や韓国との競争環
境にある中、価格競争力に課題を抱える日本とし
ては、従来型のインフラ開発だけでなく、技術面
以外での付加価値を有するインフラ開発によって
差別化を図ることも求められる。
　新興国では、ポストコロナで想定される景気後

ポストコロナの経済開発推進戦略「7本の矢」

資料： 国家発展委員会（https://www.ndc.gov.tw/News_Content.aspx?n
=114AAE178CD95D4C&s=192DA0BC253E472E）2020 年 11 月 15
日閲覧）

注：赤字は概訳
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退の中においても、経済回復のカンフル剤として
インフラ整備への大型予算措置がなされるものと
思われる。その際、いずれの国においてもニーズ
が高まるデジタル社会に向けたインフラ・環境整
備の需要が加速する。
　例えば、直近の日本企業 6 社のコンソーシアム
による受注案件となった「ハノイ市北部スマート
シティ開発」は、単なる都市開発ではなく、従来
のインフラ整備にさらに付加価値を加えた開発で
ある。具体的には、住宅のみならず、病院や学校、
防災設備、商業施設、水路なども整備し、5G や
顔認証、ブロックチェーン技術を導入してサービ
スの高度化を図ることとしている。
　ベトナムに限らず、東南アジアではコロナ禍以
前からスマートシティ構想が注目を浴びてきてい
る。さらにポストコロナ時代においては、各国で
の生活態様が変化する中、環境・エネルギー分野、
交通分野など、様々なインフラに対するニーズも
変容することが考えられる。特に、これまでのハー
ド面だけでは成り立たず、デジタル化のようなソ
フト面と一体化したインフラ整備が主流になると
見込まれる。
　こうした中、従来のインフラの枠組みに加えて、
特に付加価値を生み出す部分において、台湾との
連携の有効性が高まるのではないだろうか。

日台連携による第三国展開の意義

　インフラ開発は、その国々の経済、社会、生活
の基盤であり、各国が抱える社会課題解決にも直
結するものである。先に記載した日本コンソーシ
アムによる「ハノイ市北部スマートシティ開発」
も、「日本企業の技術ノウハウを結集し、ベトナ
ムの社会課題を解決する」1 ものとしてその意義を
打ち出している。
　前述の（公財）日本台湾交流協会による「日台
企業によるインフラ分野における第三国市場での
協力可能性調査」では、日台企業間の補完の形態
として、「価格競争力の向上」、「リスクの低減」、「イ
ンフラサイクルの補完」、「得意分野での連携」の
4 点を挙げている。これらの切り口を通じた従来
のインフラ輸出における補完関係の実現に向けて
は、引き続き台湾による実績作りや支援策の充実
化等に期待したい。
　そして、4 点目の「得意分野での連携」が、今
回着目した「今後」の日台連携の在り方において
重要な要素となる。今後の第三国市場におけるイ

インフラ分野における今後の変化

資料： 三菱総合研究所「目指すべきポストコロナ社会への提言―自律分散・協調による「レジリエン
トで持続可能な社会」の実現に向けて―」（2020 年 10 月 19 日）より抜粋

• •

•

•

•

• •

• •

1 　住友商事株式会社ニュースリリース「ハノイ市北部ス
マートシティ開発に向けた日本コンソーシアムの発足につ
いて」（2020 年 11 月 11 日）
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ンフラニーズの変化が想定される中、その変化を
的確に分析し、台湾あるいは日本の得意分野によ
る差別化ポイントを見極めることで、連携の選択
肢の幅を広げ、日本と台湾の役割を明らかにした
連携スキームの形態が具体化するはずだ。台湾そ
して日本、双方で、今後の第三国のインフラニー
ズを共同で分析する議論を進めることも必要では
ないか。

　課題先進国である日本と、ICT を駆使したコ
ロナ対策において世界的な評価を獲得した台湾が
タッグを組むことで、今までとは異なる次世代イ
ンフラのスキームを編み出し、第三国での社会課
題解決につながる高い付加価値を提供する意義は
高い。日本企業にとっても、第三国市場における
新たなインフラビジネス展開の突破口になると考
える。
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　台湾の工業技術研究院（ITRI）の名前を知ら
ない人はいないだろう。1973 年に台湾の産業高
度化を目指して設立され、その後、1985 年に第
三代院長であった張がスピンオフする形で創業し
た半導体製造企業 TSMC はいまや時価総額にし
て我が国最大のトヨタ自動車の二倍の約 40 兆円
にまで育っている。ITRI は上場企業を含めてこ
れまで約 300 社をスピンオフの形で事業化してお
り、現在も技術シーズの産業化を使命として約
6000 名を超える職員を抱え、現在も毎年 18,000 
社以上の会社に、オープンラボや育成センターを
ベースに、有望なスタートアップへの、多様な技
術指導、特許取得支援、資金提供等の幅広いサポー
トを行うなど活発に活動を続けている。
　ITRI は 1987 年に日本事務所を設立し、2011
年末からは 6 代目の邱氏が所長を務めている。邱
氏は苗栗生まれ、兵役終了後の 1981 年に ITRI
に入り、その後米国ノースダコタ州立大学への博
士課程留学等を経て現在に至る。もともとは電子
技術の専門家だが、現在はそれにとどまらず素材
から機械、IT に至るまで様々な技術シーズを評
価し事業化につなげるプロフェッショナルとして
台湾・新竹の本部と密接な連携の下、日本の企業
や大学、研究所や産業振興機関とのネットワーク
の構築と事業性評価を精力的に行っている。
　今回は東京都港区三田にある ITRI 日本事務所
を訪問し、邱所長、望月氏、辻氏に話を伺ったの
でここに概要をご紹介したい。

（1）ITRI の目指す2030年ロードマップ

　ITRI の目指すものは台湾産業の高度化であり
そのための技術シーズの発掘、支援ですが、現在
は 2030 年までの目標として特にスマートライフ、

ロハスライフ、持続可能な環境資源の三大領域に
重点的に取り組んでいます。
　スマートライフとは、AI や自動運転などで個
人のニーズを満たすため、ソフトウェアとハード
ウェアを統合する技術を革新し、異なるデバイス
間の相互通信することを課題としたものです。ロ
ハスライフとは、精密医療、再生医療、デジタル
医療などの研究開発の応用に力を入れ、産業化を
加速させることを目標としたものです。また、高
齢化するグローバル社会の到来に備え、ICT 産
業と医療システムの利点を結び付けるなどして、
高齢者介護や個別化医療を先進的医療で改善する
ことを目標としています。持続可能な環境資源と
は、気候変動と温室効果の増加に伴った自然環境
の汚染を緩和させるために、循環経済の開発を目
標としたものです。さらに、スマート製造システ
ムの構築、多様なエネルギー創出を環境にやさし
い産業として発展させることを目指します。
　これらの課題を達成するための技術シーズの事
業化には、よく言われるように死の谷と呼ばれる

台湾工業技術研究院日本事務所長　インタビュー

日本台湾交流協会東京本部　貿易経済部

ITRI 日本事務所代表　邱所長
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困難があります。しかし、ITRI は技術シーズの
見極めから開発・事業化支援、アドバイス、そし
て必要に応じたファイナンス支援まで一貫して支
援することで技術を技術のまま眠らせるのではな
く事業として立ち上げスピンオフするところまで
持って行くサポート体制に強みがあります。日本
には大企業・研究所だけでなく中小企業・地域企
業にも優れた技術シーズやものづくりのノウハウ
があるので、それと ITRI の技術を組み合わせ、
さらに必要に応じて台湾企業と連携することで、
日本企業の中に眠っている技術シーズの事業化を
お手伝いできると思います。
　具体的には、たとえば製造業であれば少量多品
種の製品を短時間・低コストで生産していくため
の取り組みの支援等に力を入れています。この分
野では特に台湾企業との連携が効果を発揮するこ
とが多いと感じています。ロボットや自動車と
いった機械産業はもちろん電気電子分野等につい
ても ITRI 日本事務所では日本の中小・地域企業
に対してサポートを数多く行っています。
　最近ではロハスライフの関係で、台湾の健康
データへのアクセスを視野に入れた台湾企業との
連携のニーズが強くなっているように感じます。
台湾は電子カルテが普及しており膨大な診断デー
タや画像データが蓄積されているので、台湾に
とってもメリットのある研究であればこうした
データを技術開発や産業化にも応用可能です。例
えば AI による画像診断などです。
　こうしたもの以外にも、ITRI との共同研究や
ITRI へのラボ設置、試作工場の運営といったニー
ズにも対応可能です。日本の多くの中堅・中小、
地域企業が我々 ITRI との連携を通じて技術を産
業化させたり新事業を立ち上げたりしています。
もちろんすべてのニーズにお応えすることはでき
ませんが、現状ではどうしても東京周辺の企業が
中心となっているので、今後、全国の優秀な技術
を持つ企業に ITRI 日本事務所を知ってもらい、

まずはメールでニーズを相談してもらえればと
思っています。現状、相談いただいた案件の中で
ITRI との協力にまで発展しているのは約 20％程
度ですがまだまだ埋もれたニーズはあると思って
います。

ITRI の研究開発・支援範囲

事例一、日本T社との連携事例：
　台湾市場での半導体洗浄事業を拡大するため、
日本のＴ社は台湾産業との協業の可能性を尋ねま
した。日本事務所はＴ社の洗浄液の技術力を理解
した上で、当院の量測技術発展センターにコンタ
クトを取り、共通の協力課題を探りました。 量
測技術発展センターは半導体プロセスの測定技術
を持っており、Ｔ社が開発した洗浄液が台湾の産
業界のニーズに合っているかどうかを測定するこ
とができます。同時に、Ｔ社は台湾の半導体顧客
向けのカスタマイズ研究開発を支援するため、当
院内に研究開発拠点の設立をサポートしました。
　日本事務所は両方のニーズを理解し、言葉と文
化の違いを越えて、コミュニケーションをサポー
トしました。最初から技術的な議題、台湾で研究
開発拠点を設立するための調査や交渉、書類の提
出など、綿密な計画と長期的な交流を支援しまし
た。その結果、2018 年にはＴ社は量測技術発展
センターとの半導体プロセス計測技術契約を締結
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し、2019 年にはＴ社初の海外研究開発拠点を当
院内部に設置しました。現在、日本事務所は台湾
におけるＴ社の技術開発を支援し続けています。
当院との分野横断的な研究テーマに基づいた連携
を継続的に推進しており、半導体関連製品の技術
開発をはじめ多くの共同研究開発プロジェクトを
進めています。

事例二、光通信の先端技術の共同開発事例：
　日本事務所が日本の先端技術を見つけるため、
光通信で有名な権威ある大学教授を見つけ、台湾
側のニーズを理解した後、大学教授の研究開発内
容を理解するために訪問しました。結果、ITRI と
大学との 2 年間の共同開発に漕ぎ着けました。日
本事務所は橋渡し役として技術的なコミュニケー
ション、契約を結ぶまでのサポート、ITRI の若い
研究者を来日させ大学教授との 3 ヵ月の短期共同
開発をさせるなど全体的に幅広い支援しました。
同時に、台湾での普及の可能性を促進するために、
教授と協力した日本のメーカーが光通信の主要コ
ンポーネントのコストについて話し合いました。
　ITRI 内部で先端技術開発の予算として、教授
との 2 年の共同開発を支援しました。結果的にコ
ンポーネントコストの原因で現在産業化されてい
ませんが、ニーズの発掘から両方合意、プロジェッ
トの進行までを支援するのは初めての経験なの
で、感銘を受けました。台湾側の研究チームは、
光通信は将来の Beyond5G/6G に向けて衛星通信
の重要な技術の 1 つであると述べ、もし将来は関
連する計画や予算があれば、再び教授とコンタク
トしたいと思います。

事例三、AI 領域の日台連携の事例：
　 当 院 の 情 報 通 信 研 究 所（Information and 
Communications Research Laboratories）は開発
した AI 技術を日本市場に普及させるため、現地
で支援してくれることを期待していたため、日本

事務所は日本企業の情報を調査し、台湾側と議論
しました。人脈なしの状態で最初は情報収集から、
70 社以上の企業に直接メールや電話でコンタク
トを取っていました。全てゼロからの作業で日本
事務所の能力をアピールすることができました。
その結果、数社と NDA を締結することができ、
現在交渉中の企業もあります。

（2）スタートアップの支援

　ITRI のミッションは、研究開発の成果を市場に
出し、実用化することです。設立して以来、多く
のベンチャーやスタートアップを作り出してきま
した。今までに ITRI からスピンオフした企業数
は 300 社以上に上ります。例えば、1980 年代に生
まれた半導体企業 TSMC や UMC が挙げられま
す。また最近では、福寶科技（FreeBionics）、酷
手（CoolSo）、創淨科技（ELECLEAN）、StarFab
アクセラレーターなどが誕生しました。それでは、
企業の事業内容を各々簡単にご説明します。
　まず、福寶科技（FreeBionics）についてです。
福寶科技は、2017 年に機械・メカトロニクスシ
ステム研究所研究チームのスピンオフによって設
立されました。同年には、日本にも拠点を設立し、
日本市場へ活動の場を広げました。なお、ITRI
日本事務所は、福寶科技の日本での活動展開を後
押しするため、臨床データを集めるための医療機
関を紹介したり、医療機器としての認証に協力す
るなどして日本現地でサポートを行いました。福
寶科技は主に、脊髄損傷などで下半身が全く動か
せなくなった人の歩行を可能にする装着型歩行支
援ロボットを開発し、販売しています。しかし、
福寶科技設立当初は、まだ海外の脊髄損傷ロボッ
トの前例が日本にはなかったため、これが医療機
器と認定されるまで大変苦労しました。現在では、
日本福寶科技が次世代の歩行補助ロボットの開発
を継続しております。
　次に、酷手（CoolSo）についてです。酷手は
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2017 年に ITRI からスピンオフされて設立されま
した。酷手は注目度が高いスタートアップ企業で
す。というのも、酷手はバーチャル・リアリティ

（VR）技術と「筋音図（MMG）」技術を活用し、
手を動かすだけでゲーム操作を可能にしました。
プレイヤーは酷手が開発したリストバンドを着け
るだけでアイアンマンに変身し、掌から光線を発
射し、敵を攻撃することができます。世界最大級
のゲーム展示会「東京ゲームショー 2018」に出
展された際には、このような画期的で新しい遊び
方が人々の興味を引き、多くのプレイヤーが列を
作るほど人気を博しました。酷手はゲーム産業の
ほか、将来的にはスライド（未来型オフィスでの
スライド操作）、ドローン、義肢、工業応用分野
の設備等も展開していく予定です。
　そして、創淨科技（ELECLEAN）についてです。
創淨科技は、2016 年に ITRI からスピンオフされ
て設立されました。創淨科技は、革新的な電気化
学テクノロジーを応用し、水に電気を通すだけで
水を高消毒・殺菌作業を持つ消毒水に変えられる、
世界初の携帯用高効率消毒装置を開発しました。
従来の消毒剤や抗菌剤には、発がん性物質、アレ
ルギー物質、環境ホルモンといった多くの化学物
質が含まれており、知らないうちに人体に悪影響
を与えると言われています。しかし、創淨科技の
携帯用高効率消毒装置によって作られる消毒水
は、薬剤不要ゆえ、すぐに作れて、かつ自然で安
全といった特長を備えています。今後注目してい
きたいITRI発のスタートアップ企業の一つです。
　最後に、StarFab アクセラレーターについてで
す。StarFab アクセラレーターは 2016 に ITRI
からスピンオフされて設立されました。StarFab
アクセラレーターは、台湾国内のスタートアップ
育成を目的としたITRI発のスタートアップです。
明日の新星を発掘するため、アクセラレーター連
携プログラムの策定や製品開発及びサプライチェ
ンのマネジメント、スタートアップの資金調達な

ど支援策を行っています。また、台湾各界のリー
ド企業と提携し、「スマート・メディカル」、「スマー
ト・アグリ」、「スマート・シティ」などテーマご
とのピッチをはじめ、大手企業が指定するテーマ
をもとにパートナーを探す「逆ピッチ」方式まで、
さまざまなイベントを計画しています。今までに
計 120 社のスタートアップを提携パートナーに繋
げることができました。
　ITRI は設立されて以来、研究開発成果の産業化
をミッションに掲げ活動をしてきました。前述し
たように、ITRI はスタートアップ企業を育成する
形で研究開発成果の産業化に貢献しているほか、
企業の経営計画立案や投資効果の評価をも行って
います。なお、ITRI が 100％出資で設立したベン
チャーキャピタル ITIC（Industrial Technology 
Investment Corporation/ 創新工業技術移轉股份
有限公司）が、これらの役割を担っています。
　また、ITRI は台湾国内に多くのオープンラボや
育成センターを所持しており、現在では新竹のほ
か、南港、台南などでインキュベーションセンター
やオープンラボを運営しています。この施設には、
ITRI の研究開発チームに加えて、海外の企業も
入居しており、日本企業に関しては、R&D 拠点
を含めて 10 社が入居しています。このように
ITRI は、企業との共同研究やベンチャー事業を
促進するため、研究開発リソースを統合してきま
した。今までに 350 社以上の企業様に入居いただ
いており、雇用創出数は累計約 2 万人に上ります。
　そのほか、ITRI はスタートアップ育成アクセ
ラレーターの運営を国から委託されており、現在
で は （ 科 技 部 委 託 の ）Taiwan Tech Arena

（TTA）、 （經濟部委託の）Taiwan Accelerator 
Plus （TAcc+）の 2 つの施設を運営しております。
TTA は科技部（MOST/Ministry of Technology 
Taiwan）が主体のプロジェクトであり、国内外
のベンチャーキャピタル、台湾の大手ベンダー、
金融機関などが協力企業（団体）、そしてフランス、
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オランダなどアジアビジネスに積極的なヨーロッ
パのアクセラレーターのオフィスを持っていま
す。最近では、アメリカシリコンバレーより知名
度の高いスタートアップ企業である Youtube の
入居誘致に成功しました。一方、TAcc+ は経済
部（MOEA/Ministry of Economic Affairs）が主
体のプロジェクトであり、スタートアップ企業の
育成を目的とした「先進產業策略性落實計畫」の
遂行が任務です。
　以上 2 つの施設は、産業サービスセンターが運
営する窓口であるとともに、企業連携による技術
の実用化や販路開拓、スタートアップの育成にも
尽力しており、市場との懸け橋のような役割も果
たしています。

（3）新型コロナウイルス

　ITRI は新型コロナウイルス対策関連技術の研
究開発にも注力しています。まずマスク生産設備
の製造に対して、官民が連携し合うことで、台湾
のマスク生産量を短期間で増産することに成功し
ました。
　水際対策として、迅速な検査のために開発した
世界最軽量の「COVID-19 核酸分子検出システム」
は、独自の温度サイクル制御技術を活用し、検査
時間を前処理も含めて従来の 4 時間から 1 時間に
短縮しました。特徴としては潜伏期間中であって
もウイルスを検出可能で、精度 90％以上で、重
さは僅か 600 グラムと世界最軽量のため、手軽に
持ち運べる検出機器です。新型コロナウイルスの
ほかノロウイルス、デング熱、インフルエンザな
どに展開可能です。台湾だけでなく日本をはじめ、
欧米などでも認証取得を進めていく考えです。
　他にも、医療機関と共同開発した「陽圧式検疫
ブース」は、検疫担当者の感染リスクを大幅に軽
減でき、1 日で 240 人の検体採取が可能です。さら
には、サーモグラフィーの検温測定機の開発も進
め、既に台北市の小学校などに導入されています。

　また外国製の人工呼吸器の需要が逼迫する中、
ITRI は産業界が協力し、わずか 17 日間で国産の
人工呼吸器の開発にも成功し、台湾の防疫対策に
大きく貢献しました。
　ITRI はポストコロナとして、「0 接触予防技術
プラットフォーム」を立ち上げ、例えば医療スタッ
フが病棟に立ち入ることなく、患者の心拍、呼吸、
体温などの生理学的データを自動的に測定でき、
検査結果や画像を自動で編集し分析するシステム
を構築しました。これにより人との接触回数を減
らすことが可能となり最前線の医療スタッフを感
染リスクから守る技術開発にも注力しています。
　ITRI では医療関係者の保護製品や抗体検知機
器など、ITRI は多くのコロナウイルス関連技術
を台湾民間企業と共同で生み出しています。

ITRI 日本事務所スタッフ

＜上記コロナウイルス文言、参照関連資料＞
零接觸式防疫科技平台
https://www.youtube.com/watch?v=lvTIbxuGY
BU&list=PLy5WMtefQxHiopU8SoT1UyM29F4d
9FoEP&index=5

COVID-19 核酸分子検出システム
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　この職務に就いていて良かったなぁと思うこと
は相談企業の台湾案件が現地新聞報道等で知らさ
れる時です。1 年以上前に某設計会社が台湾での
事業展開を検討始めたとヒントを求められたのに
対し、現地業界情報を提供、既に多くのプロジェ
クトが展開し、今後益々現地の商業施設（ショッ
ピングモール、駅ビル開発等）・現代的なマンショ
ン建設等に本邦での開発コンセプトを導入し得る
余地が大きいと positive に案内しました。
　当地でも台湾での成功事例として日系大手不動
産企業のアウトレット展開が進んでいることはご
既承のことかと存じますが、高雄市を人口で追い
越した台中の発展は目覚ましく、つい先日この相
談企業も台湾不動産デベロッパーとかなりの規模
の地域開発案件の成約に漕ぎつけたとの記事に触
れました。同企業は中小企業海外展開現地支援プ
ラットフォーム＊をもご利用になり、本件を推進
されて来たと承知しています。
　都市更新条例施行で台北他主要都市に集合住宅
建て替え開発ニーズがあり、また当局重要施策で
ある大規模インフラ建設計画で鉄道駅周辺複合開
発・都市再開発が急がれる中、十分な実績・経験
を持つ日本企業には多くのチャンスがあり、付随
してホテル事業、飲食、アパレル他出店が実現す
る引き金になるものと確信します。
　今回ご紹介する案件の一つも台北の商業施設に
テナントとして入店したケースです。
　偶々、個人的にも知っていた渋谷の新しい商業
ビル地下に出店している南米原産フルーツの
ジュース専門店で、相談に見えた方自身がその店
でも勤務されたことがあるというので身近に感
じ、相談対応したものです。

　海外での業務は初めてとのことで、台湾出張も
一度だけという時点での相談でしたが、その口ぶ
りから非常に積極的に進出案件に取り組もうとす
る意気込みを感じました。結局、同氏がプロジェ
クト責任者として台湾に乗り込み、長期出張を重
ねて 2017 年に現地法人を設立、その代表者に就
任されました。「美と健康」に貢献するを key 
word に台湾の皆さんに訴えての浸透を図り、併
せて有数のベジタリアン大国である台湾向けに
ヴィーガン商品を新規開発、2019 年 1 月に台北
市でも流行の先端を行く商業施設内に出店する運
びとなったものです。同氏の所属する企業は
2014 年東証マザーズ上場の若い会社ですが、自
ら担当として台湾市場に通い、積極的に日本での
ヒット商品の市場開拓に取り組み、現地嗜好を汲
んだ新商品開発に染手するまでに至ったもので
す。更に台湾産パイナップルを使用した新商品を
上市、日本向け輸出商品をも企画されていると報
告を頂きました。本件から言えることは一つのプ
ロジェクト遂行の為には、組織内に台湾大好き人
間を抱えておくこと、「覚悟」を持って一人でも
動き回れる人材に担当させることが肝要です。
　そしてそのような人材を育成し得た、サポート
する体制を構築していた本社経営陣の存在が「鍵」
であったように思料します。
　もう一件はアドバイザー業務を始めて半年ぐら
いの時期のトラブル対応で、非常に強い印象を受
けたものです。2011 年末に駆け込まれた東証 2
部上場半導体製造装置メーカーでしたが、台湾上
場企業から 5 ラインの機械設備を受注していたも
のの 2 ラインを台湾本社メイン工場に据え付けた
が引渡し完了に至らず、同発注企業大陸工場への

台湾ビジネスアドバイザーコラム　第 2回

日本台湾交流協会貿易経済部　貿易投資アドバイザー　新子　実

Commitment と複層的信頼関係
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3 ラインのキャンセルを申し渡され、どのように
対応すべきかとの相談でした。
　お話を伺ってみると明らかに台湾企業の意図的
な契約不履行に近い状況で、相談企業社長は同年
度の決算も出来兼ねるという事態に追い込まれて
おられました。欧州市場の大幅需要低迷を受けて
の計画的キャンセルをナイーブに契約合意品質、
保証歩留り未達問題に擦り替えられ、1 年半以上交
渉継続した結果の台湾企業の動きでした。相談企
業は専ら生産技術部長を現場に派遣し、誠意を尽
くして問題解決を図ろうとされているうちに先方台
湾企業は契約締結当時の生産部門担当副総経理を
更迭し、後任工場長との交渉に終始、先方に有利
な面談記録を数多く与えることとなっていました。
この際に台湾企業は法務専門家を陪席させていた
ことも判明しました。当該企業の業績は台湾証券
取引所への提出財務諸表で最低限確認可能で、且
つ当該業界のグローバルな変動は同業界専門企業
としての相談企業も十分把握されていた中での「バ
バ」の押し付け合いをされていた感が否めません
でした。何かマーケットに変調の兆しを察知した
時の台湾企業の対応変化スピードは非常に速く、
drastic です。個人的にも半ば投機的な要素もある
石油由来の中間原料を担当していましたが、台湾
大手ユーザーの需給見通しに関する情報収集力、
アンテナの感度は非常に研ぎ澄まされたもので、
且つ彼らの生産物の川下業界の動きに対する予見
能力の高さにはいつも驚かされたものです。本件
では両社トップ間の相互信頼関係が万全ではな
かったことが、キャンセル事案に繋がったものと理
解しました。年明け早々に台湾の法律に通暁して
いる大手法律事務所を紹介し、何とか和解に漕ぎ
つけて close file となったわけですが、実はこの時
にはもう 1 社別の日本企業が同様に契約変更を求
められていたことが窺われました。というのも相談
企業が納入した装置自体が自己完結型ではなく、
前工程で生産された製造物をチャージして完成品

を生産するというものであったからです。
　歩留まり保証をするには当然のことながら、何
を in-put して初めて求められる商品を out-put 出
来るのかの大きな要件になるからです。契約締結
時には詳細条件を合意した上で相談企業の装置か
ら製造されるものの品質保証をされていたわけ
で、何故、相談企業はもう 1 社別の企業と共同歩
調をとって台湾企業に対峙しなかったのか未だに
不可解ですが、一旦据え付けた装置を日本に引き
揚げて来る事態を避け、既に大陸工場向けに輸出
準備していた 3 ライン分の発生コストの一部を回
収し得たことは何よりでした。
　これほど大きな話でなくても成約はしたものの
市況変化、或いは先方の何らかの方針転換で契約
完遂に、輸出商品対価の回収にまで辿り着かない
ケースは枚挙にいとまがないと推察します。契約
合意、契約書締結はビジネス関係の始まりであり、
しっかりと納入し、契約金額を満額回収するまで
決して気を許すことは出来ないのが国際取引で
す。契約書があるからと言って契約を守ってくれ
る相手先でないと痛い目に合うことは必至です。
相手先企業のトップとの人間的繋がりをしっかり
と構築し、複層的な信頼関係を作り上げておけば、
市況が大きく動くような状況に直面した時でも、
胸襟を開き、腹を割って「真の」意味でのビジネ
スパートナーとして局面打開を双方から諮りあえ
るものと確信します。
　次回は最近の受付相談から特徴的なものをご案
内しようと思っております。

＊中小企業海外展開現地支援プラットフォーム：

　詳細は次の URL を参照願います。

https://www.jetro.go.jp/services/platform/taipei.html

現地での知見や地元政府当局、地場企業等とのネットワークに強

みを持つコーディネーターを配置し、E-mail・電話（TV 面談）ま

たは現地での個別面談（ブリーフィング）で相談対応を行い、市

場調査を済ませている相談者には現地パートナー・取引先候補の

リストアップ、商談アポイントの取得、お客様とパートナー取引先

候補との面談の同席、商談後のフォローアップ等を行うものです。
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　既にこの連載の第 1、2 回で取り上げた台湾紅
茶の歴史。更に調べを進めていくと、日本統治時
代後期、アッサム種という紅茶に適した品種を
使った茶作りに様々な人々が投資していたことが
分かってきた。その多くは国策、または大企業に
よる資本投下だったが、試験場紅茶支所が作られ
た南投県魚池には、比較的早く個人の茶業者が登
場していた。
　今回は 1935 年以前に魚池で紅茶作りを始めた
と言われている 2 人の日本人を取り上げたい。こ
の渡辺・持木両氏については、今ではほぼ知られ
ていない存在となっているが、魚池の高齢茶業者
の中には、彼らを懐かしむ人々がいる。試験場紅
茶支所最後の所長、新井耕吉郎氏と並んでもう少
し顕彰されるべきと考え、調べがついた範囲内で
お伝えすることとした。

渡辺傳右衛門について

　渡辺傳右衛門の経歴に関する資料は少なく、そ
の多くは謎に包まれたままである。横浜市誌によ
れば、1879 年静岡県静岡市に生まれ、2 歳の時横
浜に移り住んだという。祖父の傳右衛門は江戸末
期横浜開港と同時に茶の輸出に携わったと言わ

れ、父の渡辺庄次郎の代になり、駿河屋という大
きな茶商を営んでいたと書かれている（若き日の
傳右衛門の住所も庄次郎方となっている）。
　1899 年横浜商業学校卒業後、1900 年にはロン
ドンにも留学しているから、まさに当時のエリー
トであった。ロンドン留学資金は大茶商渡辺庄次
郎や茶業界から出ていたであろう。この留学は横
浜茶業組合特派員として、世界の茶市況を知らせ
る役目も持っていたことからもそれは分かる。
　更にロンドンではあの夏目漱石と往来があった
というから驚きだ。『ロンドンの夏目漱石』（出口
保夫著）の中には、傳右衛門がロンドンにあった
Ｙ校グループ（横浜商業出身者）の一員として、
また俳人（渡辺春渓）として登場するから面白い。
傳右衛門は漱石の下宿を訪ね、お茶に誘われてい
る。また漱石が選者を務めた句会にも参加してい
る。これまでロンドン時代の漱石は日本人との付
き合いは殆どなかった、と聞いていたので、これ
は驚きであり、その中に茶業関係者の傳右衛門が
いた、というのは、特に煎茶に深い造詣があった

台湾茶の歴史を訪ねる　第二十二回

須賀　努（コラムニスト／茶旅人）

魚池で紅茶作りに投資した最初の日本人
持木壮造と渡辺傳右衛門

漱石先生のロンドン生活横浜　渡辺庄次郎の駿河屋
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と見られる漱石とどういう因縁があったのか、も
う少し調べてみたいところだ。
　因みにこの句会に参加したのは、Ｙ校グループ
のメンバー。傳右衛門の他、後に渡辺銀行を創設
し、神奈川最初の図書館を作るのにも参画した渡
辺和太郎などがおり、彼らは既に商社の駐在員の
ような仕事をしながら、句会や芝居見物など文化・
芸術活動を好んでしていたらしい。この辺りがま
さに漱石との接点であると思われるが、傳右衛門
からすれば、多彩な顔ぶれと知り合うことは後に
大いに役立ったに違いない。
　ロンドン留学後ニューヨークに移り、合計 4 年
に渡って、欧米における日本緑茶輸出について調
査・報告をしていたが、この時点で緑茶よりむし
ろ紅茶の将来性に気が付いたのではないかとみら
れる。1910 年ロンドンで開催された日英博覧会
では喫茶店運営を担当する。ここで福岡産の紅茶
少量に外国産の紅茶をブレンドして提供して、好
評だったらしい。翌年横浜に茶貿易の会社を設立
し、緑茶ではなく紅茶輸出を目論み始めた。
　その彼が目を付けたのが台湾紅茶。当時設立さ
れていた日本台湾茶株式会社の紅茶海外販売を担
当することとなる。この会社は以前書いたように、
製茶試験場初代場長、藤江勝太郎が作ったが、既

に藤江の姿はなく、製茶担当の最長老は熊本の可
徳乾三で、彼の作った紅茶は海外でも高い評価を
得ていた、と書き残している。渡辺はイギリスの
トワイニングと紅茶販売で提携しようとしていた
との話もあった。
　1925 年総督府殖産局がアッサム種（アッサム
州で選抜した優良品種）を導入（実際は三井から
の分譲だったか？）、渡辺と持木に協力依頼があ
り、魚池に茶樹を植え（渡辺は新竹にも茶工場を
持っていたらしい）、試験的な紅茶製造が開始さ
れる。翌年開かれた新竹産業共進会に紅茶を出品
し、一等金杯を受賞するなど早くも成果を出して
いる。だがその後世界恐慌など景気後退もあり、
魚池の試験栽培は困難を極めた。その中で渡辺か
ら茶樹を分け与えられた魚池の台湾人たちが、茶
樹を育てていったとも聞く。
　1932 年に台湾に拠点を定め、本格的に製茶業
に入っていく。1936 年三庄製茶株式会社を設立
して、取締役に就任。三庄の株主は渡辺の他、あ
の高橋是清の長男高橋是賢の三共製茶と、塩水港
製糖社長槙哲の大正製茶。紅茶産業には相当の資
本が必要であり、大物が台湾紅茶に投資していた
ことがよく分かる。因みに 1936 年といえば、あ
の二・二六事件で高橋是清が命を落とした年だが、
息子はどのような思いであっただろうか。
　1936 年は魚池に製茶試験場紅茶支所が設立さ
れた年でもあった。この支所から見下ろせる辺り
に渡辺農場は広がっていたといい、約 40 ヘクター
ルあったという。当時父親が渡辺農場の整備を行
い渡辺と親交があったという王如昌（茶業伝習所
光復後第 5 期生、現在 92 歳）には『渡辺さんの
奥さんは優しい人で、良くお菓子をくれた』とい
う子供らしい思い出があった。当時の地元民と日
本人の交流を物語っているようで何とも微笑まし
い。

欧州の旅について
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魚池試験場から渡辺農園跡を眺める

　1937 年には茶業視察で、ベルリンやパリ、
ニューヨークなどを 6 か月かけて回っているが、
この時点で台湾紅茶にかなりの手ごたえをつかん
でいたようだ。またこの年、台湾茶商組合の評議
員にも名を連ね、茶業者としても認められている。
1938 年渡辺農場の資料を見ると、従業員は 1000
人を超えているから、当時の魚池では一大産業で
はないだろうか。そして台湾茶品評会にも台中か
ら唯一参加している。
　1940 年の資料で農場は 2 つの土地に分かれて
おり、合計約 150 ヘクタールを有していた。しか
し彼を待っていたのは輝かしい未来ではなく、戦
争であった。1945 年の資料では渡辺農場は 3-40
ヘクタールとなっており、殆どが芋畑などの食料
生産に変わり、結局茶作りは出来ずに終戦を迎え、
1948 年に帰国したらしい。
　因みに渡辺は前述の通り俳人渡辺春渓と名乗
り、魚池茶歌を詠んでいる。彼は単なる金儲け目
的のビジネスマンではなく、文化的な側面も持ち
合わせた、いわゆる往年の紳士だったのではない
か。渡辺が戦後どうしたのか、その子孫はどうなっ
たのかについては、今回の調査段階では分からず
仕舞いだ。今後更に調べを進めて、もう一段の解
明ができるように努力してみたい。

持木壮造について

持木壮造（吉村斉氏提供）

　渡辺と同時期に魚池に茶樹を植え、紅茶を作り
始めたもう一人が、1873 年熊本生まれの持木壮
造だった。持木は台湾が日本統治下になってすぐ
に渡台し、総督府兵站部で働き、台南や高雄を転々
と勤務した後、台中に拠点を構えている。1898
年頃農商務省の役人の砂糖調査に同行、その現状
を隈なく見て歩く。これが後の製糖業に結び付い
たのだろう。
　台中にて持木商会を立ち上げ、物品の委託販売
業、運送業などを手掛けていたが、1919 年台中
製糖株式会社が設立され、持木は 10 人の発起人

（全て鈴木商店関連）の一人、そして常務取締役
に就任する。これはそれ以前に持木拓殖組合が経
営していた製糖会社を継承するものだったが、わ
ずか 1 年で東洋製糖に合併されている。また同時
期に朝日製糖拓殖なる会社の発起人にも名を連ね
ているが、収益が上がらず売却された。
　同年には火薬の販売にも乗り出している。火薬
取り扱いなどの認可が簡単に取れるとも思われ
ず、これらは鈴木商店（台湾とゆかりが深い大財
閥だが 1927 年破綻）の支援を受けることで成り
立っていたようだ。他にも 1923 年台湾炭業の社
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長となり、また台湾鉄工所（台湾の有力製糖会社
によって設立）の監査役（1941 年までこの役職
に留まっている）も務めているが、これらは鈴木
商店系列の会社であった。
　持木が台湾で事業を拡大できたのは、鈴木商店
との深い繋がりによるのはほぼ間違いない。鈴木
商店との関係は、『鈴木商店と台湾』（齋藤尚文著）
によれば、『土地買収、事業拡大の過程で鈴木商
店の後援を得るようになった』とあるが、その具
体的な内容はよく分からない。
　1917 年には南投（草鞋墩―埔里）での軽便鉄
道事業参入を目論み、政府に申請書を提出してい
る。1919 年の新聞に『帝国製糖持木一派と辜顕
栄一派が争っている』とこの案件が報じられてい
るが、辜顕栄とは台湾五大財閥の一つ鹿港辜家の
出で、1895 年日本軍が台湾に上陸した際、台北
の門を開けた人物として知られる有力者。既にこ
のような人々と事業を争うほどの力が持木にあっ
たということだろうか。
　1925 年総督府殖産局がアッサム種を導入した
際には、渡辺と並んで持木にも声が掛かり、魚池
鹿嵩に茶樹を植え、試作に入っている。この土地
は元々、鈴木商店の幹部だった平高寅太郎が、別
の用途で総督府より払い下げを受けたが、その事
業に躓き、1921 年に持木が引き取ったものだっ
た。そこに茶と杉を植え、杉の造林は順調であっ
たという。
　1934 年頃総督府は魚池地区でアッサム種紅茶
を製造する日本人を積極的に支援し始め、持木も
それに応じて投資を行い、1936 年には鹿嵩茶廠
を設立する。また翌年には個人事業を合資会社に
転換、魚池の事業は長男持木亨が主導し、次男茂
は台北で財務を担当した。壮造自身は台北の『川
端御殿』とも呼ばれた広大な日本庭園を持つ瀟洒
な家で悠々自適な生活を送るようになる。持木興
業の持ち分は長男亨と次男茂が 20％ずつ、壮造
は 10％、その他は一族の者が持っているが、林

業などを手伝っていた雇用人、寥阿霖にも 10％
の持ち分があった。

持木壮造と谷村愛之助（試験場場長）（吉村斉氏提供）

台北 持木家邸宅（川端御殿）（吉村斉氏提供）

　因みに 1928 年に創立された台北帝国大学で紅
茶研究を行っていた山本亮教授は『紅茶製造に就
いては毎年夏休みを利用して約十日間位の日程で
魚池の持木さんの工場を借りて、萎凋、発酵等の
研究を行った』と回顧している。この山本教授が
1936 年に中国安徽省から持ち帰った祁門種を試
験場が長年保存、品種改良して、2019 年に新品
種台茶 23 号として発表された。台湾が今でも日
本時代を受け継ぎ、新しい紅茶の製造に取り込ん
でいるのは、何とも感慨深い。
　持木紅茶の高い品質を認めたのは森永食品だっ
た。この事業が有望だと見た森永から 1936 年頃
提携話があり、ほぼ全ての茶葉を森永に提供する
ようになり、日本国内で販売された森永紅茶、キャ
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ラメルの原料に使われたという。尚森永と提携（借
入金を森永が肩代わり？）したことについて、持
木は新聞記者に『依然として茶園経営は持木が
行っている』と発言している。持木自身、この事
業が人生の集大成と位置付けていたとも言われて
おり、息子たちと共に最後の事業に取り組んでい
たようだ。
　因みに森永の資料によれば、持木農場は従来の
アッサム種の他、別途スリランカから『セイロン
種』と呼んだ品種を持ち込み、ここに品質の特徴
があった（セイロン種の輸出をスリランカ政府が
禁止したことから希少価値）。これらの茶葉を森
永が買い取り、日本国内でブレンドして森永紅茶
は作られていたという。
　1940 年持木農場の広さは 300 ヘクタールを超
えており、中村農場に次ぐ、魚池第 2 位の地位を
占めていた。尚中村農場とは、茶業組合中央会議
所会長も務めていた、静岡の、いや日本茶業界の
大物、中村圓一郎らが投資者となって作られた茶
園。中村らは長年静岡で紅茶製造に携わっていた
が、国策の流れの中で魚池での生産も始めたもの
と思われる。
　しかし戦争が始まると紅茶の輸出が出来ず生産
はストップ。食糧難などから茶畑を潰して芋や野
菜を作るようになり茶園は荒れ果てた。1945 年
でも農園は 200 ヘクタールあったと言われている
が、これは茶ではなく、食糧生産が盛んだったこ
とを示している。
　1938 年頃持木農場に入社した劉慶芳（1924 年
生まれ、現在埔里在住）は『最初は茶作りをして
いたが、持木さんに気に入られて 1 年間宮崎の試
験場に研修に行かせてもらった。そこで育種など
の勉強をして戻ったが既に茶業はストップしてお
り、仕事がないので高雄の海軍に行って終戦まで
兵隊だったよ』とちょっと声を曇らせながら語っ
てくれた。

持木農園で働いた劉慶芳氏と

　因みに劉が研修したのは、1928 年に開設され
た宮崎県農業試験場川南分場だと思われ、劉が覚
えている堀地重義所長は、アッサム種より更に紅
茶に合う品種の改良を行うことを目指していたら
しい。尚劉の証言でも、持木壮造は台北に住んで
おり、魚池には長男の亨が常駐していたという。
　光復後持木家が日本へ引き上げる際は、地元民
が総出で見送り、そして劉も含めて皆が涙を流し
て別れを惜しんだという。持木（恐らく亨）が『土
地などの資産を地元の人に引き継ぎたい』と言っ
ていたとの話もあり、そのあたりが現地の人に好
かれていたのだろうか。因みに持木壮造自身は、
終戦の前年に台北で亡くなっており、その遺骨は
紆余曲折の末、故郷熊本に埋葬されていると聞く。
　光復後台湾省茶業公司が持木農場を接収して、
その後台湾農林魚池分場持木茶廠となった。ここ
には新井耕吉郎技師らが仁愛郷で発見して植えて
いた山茶が大いに繁殖し、分場の苗場として認定
されたという。ここで 3 代目の工場長を務めたの
が、前述の劉慶芳だった。
　更にそれを引き継いだのが、和果森林の石朝幸

（現在 92 歳）。彼は光復後第 3 期の茶業伝習所卒
業生であり、地元の茶業に従事するため、持木茶
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廠に勤務したという。だが 1950 年代、台湾農林
が魚池に新しい茶廠を建設すると、持木茶廠は廃
止されてしまい、残っていた工場の建物も 1999
年の大震災ですっかり無くなってしまったと残念
そうに話す。

魚池　持木茶廠（吉村斉氏提供）

　最後に戦後に持木家と森永紅茶について僅かに
触れたい。壮造の長男亨が台湾から引き揚げて定
住した先は、壮造の故郷熊本ではなく高知県だっ
た。台湾時代から提携していた森永は戦後国内で
森永紅茶製造に着手、山茶の豊富な高知での事業
を画策し、1955 年高知県紅茶会社を設立した。
その際社長となり、以降 15 年間高知紅茶に熱心

に取り組んだのが亨であった。因みに持木を高知
に誘ったのは宮崎試験場所長だったあの堀地だっ
たというから、茶のご縁とは何とも奥深い。
　今では高知県内ですら、森永紅茶を知る人は殆
どなく、歴史の中に完全に埋もれてしまったが、
この旅の最後に持木壮造の末裔の方々を高知に訪
ね、そして森永提携紅茶工場の最後の 1 つを探し
当てられたのは、壮造と亨の強い導きがあったよ
うに思えてならない。台湾で花開いた紅茶産業は、
戦後日本に受け継がれたが、それも 1971 年の紅
茶自由化で幕を閉じ、持木家の挑戦も終わりを告
げた。

高知 森永紅茶の原料工場跡
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主な日本台湾交流協会事業（11 月実施分）

11 月 内容 場所

10月28日～ 8日 第 46 回台湾・日本美術交流展示会（助成） 台北市（中正紀念堂）

3 日 グローバル協力訓練枠組み（ＧＣＴＦ）海洋ゴミに関連した持続
可能な資源管理バーチャルワークショップ（共催） 台北市

4 日 日本語専門家派遣事業・特別授業（坂本日本語専門家） 高雄市（三信家事商業職業学校）
6 日、13 日 高雄市議会日本語講座（坂本日本語専門家） 高雄市（高雄市議会）
7 日 台日合同写真展「人展」（後援名義） 台北市（Fotone19 写真館）
7 日 2020 年応用日語国際学術研討会基調講演（坂本日本語専門家） 高雄市（高雄餐旅大学）
11 日 領事出張サービス 台中市

11 日 AI プラスバリューマニュファクチャリングオンラインインター
ナショナルテクニカルセミナー（共催） オンライン

12 日 起き上がりこぼしプロジェクト台湾展（後援名義） 台北市（国立台湾工芸研究発展中心）
14 日 第五回手漉き紙富玉文化風景写真展（後援名義） 南投県（南投県文化局芸術家資料館）

14 日 第 5 回中等教育機関日本語教師研修会（高雄）（主催）（坂本日本
語専門家） 高雄市（義守大学高雄キャンパス）

14 日 現代日本研究学会年会世界秩序の変化と日本研究シンポジウム及
び 2020 日本研究若者フォーラム（助成） 台南市（成功大学）

17 日 日本語専門家派遣事業・特別授業（坂本日本語専門家） 屏東県（潮州中学）
18 日 領事出張サービス 新竹市
19 日 領事出張サービス 台南市
19 日 日台スタートアップエコシステム連携オンラインセミナー（共催）オンライン
21 日 東アジア若手研究者合同研究フォーラム（助成） 台北市（政治大学）

22 日 2020 年バシー海峡戦没者慰霊祭（後援名義）（泉代表、加藤所長、
又平主任、木林主任） 屏東県

26 日 日台パートナーシップ強化セミナー（共催） 愛媛県
26 日 日本語専門家派遣事業・特別授業（坂本日本語専門家） 高雄市（義守大学）
27 日 2020 外語教育と文化研討会基調講演（坂本日本語専門家） 屏東県（屏東大学）
30 日 日本語専門家派遣事業・特別授業（坂本日本語専門家） 台南市（成功大学）

日本台湾交流協会事業月間報告
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　�万が一、本誌に基づく情報で不利益等の問題が生じた場合、公益財団法人日本台湾交流協会は一切の責任を負いかねますので

ご了承ください。

　公益財団法人日本台湾交流協会は外交関係のない日本と台湾との間で、非政府間の実務
関係として維持するために、1972 年に設立された法人であり、邦人保護や査証発給関連
業務を含め、日台間の人的、経済的、文化的な交流維持発展のために積極的に活動してい
ます。
　東京本部の他に台北と高雄に事務所を有し、財源も大宗を国が支え、職員の多くも国等
からの出向者が勤めています。

　2020 年 11 月泉裕泰・台湾事務所代表（右）と林智堅・新竹市長（左）。林市長は台湾
史上最年少市長としてご活躍されています。この日の懇談では来年新竹市で開催されるラ
ンタンフェスティバルでの協力等について、意見交換を行いました。
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